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sT

国
外
所
得
金
額
の
計
算
の
特
例
の
創
設

内
国
法
人
等
の
本
店
等
と
国
外
事
業
所
等
の
間
の
内
部
取
引
の
対
価
と
し
た
額
が
独
立
企
業
間
価
格
と
異
な

る
こ
と
に
よ
り
、
外
国
税
額
控
除
の
基
礎
と
な
る
国
外
所
得
金
額
の
計
算
上
、
そ
の
内
部
取
引
に
係
る
収
益
の

額
が
過
大
と
な
る
と
き
、
又
は
損
失
等
の
額
が
過
少
と
な
る
と
き
は
、
当
該
内
部
取
引
は
独
立
企
業
間
価
格
に

よ
る
も
の
と
み
な
す
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
一
条
の
一
九
の
五
、
第
六
七
条
の
一
八
及
び
第
六

八
条
の
一
〇
七
の
二
関
係
）

sU

外
国
特
定
目
的
信
託
に
係
る
受
託
法
人
の
課
税
の
特
例
及
び
外
国
特
定
投
資
信
託
に
係
る
受
託
法
人
の
課
税

の
特
例
に
つ
い
て
、
所
要
の
措
置
を
講
じ
た
上
、
廃
止
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
六
八
条
の
三
の
二
、
第
六

八
条
の
三
の
三
、
第
六
八
条
の
一
一
〇
、
第
六
八
条
の
一
一
一
及
び
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
九
条
の
六
関
係
）

sV

恒
久
的
施
設
を
有
し
な
い
外
国
法
人
が
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
（
そ
の
有
す
る
こ
と
と

な
っ
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
前
の
い
ず
れ
か
の
事
業
年
度
に
お
い
て
恒
久
的
施
設
を
有
し
て
い
た
場
合
に
限

る
。）に
は
そ
の
有
す
る
こ
と
と
な
っ
た
日
に
当
該
外
国
法
人
が
設
立
さ
れ
た
も
の
と
み
な
し
て
、
試
験
研
究
費

に
係
る
繰
越
税
額
控
除
限
度
超
過
額
控
除
制
度
等
を
適
用
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
六
八
条
の

三
の
四
関
係
）

４

資
産
課
税

^

直
系
尊
属
か
ら
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
を
受
け
た
場
合
の
贈
与
税
の
非
課
税
措
置
等
に
つ
い
て
、
贈
与
に

よ
り
住
宅
取
得
等
資
金
の
取
得
を
し
た
者
が
、
建
築
後
使
用
さ
れ
た
こ
と
の
あ
る
住
宅
用
家
屋
（
耐
震
基
準
又

は
経
過
年
数
基
準
に
適
合
す
る
も
の
以
外
の
も
の
に
限
る
。）で
一
定
の
も
の
（
以
下
「
要
耐
震
改
修
住
宅
用
家

屋
」
と
い
う
。）を
取
得
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
要
耐
震
改
修
住
宅
用
家
屋
の
取
得
の
日
ま
で
に
耐
震
改
修

を
行
う
こ
と
に
つ
き
申
請
等
を
し
、
か
つ
、
贈
与
の
翌
年
三
月
一
五
日
ま
で
に
当
該
耐
震
改
修
に
よ
り
当
該
要

耐
震
改
修
住
宅
用
家
屋
が
耐
震
基
準
に
適
合
す
る
こ
と
と
な
っ
た
こ
と
に
つ
き
証
明
が
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該

要
耐
震
改
修
住
宅
用
家
屋
の
取
得
を
既
存
住
宅
用
家
屋
の
取
得
と
、
当
該
要
耐
震
改
修
住
宅
用
家
屋
を
既
存
住

宅
用
家
屋
と
そ
れ
ぞ
れ
み
な
し
て
、
本
非
課
税
措
置
等
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税

特
別
措
置
法
第
七
〇
条
の
二
及
び
第
七
〇
条
の
三
関
係
）

_

農
地
等
に
係
る
贈
与
税
及
び
相
続
税
の
納
税
猶
予
制
度
等
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
見
直
し
を
行
う
こ
と
と

し
た
。

\

農
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
買
換
え
特
例
に
つ
い
て
、
三
大
都
市
圏
の
特
定
市
の
特
例
適
用
農
地
等
を
収

用
交
換
等
の
た
め
に
譲
渡
し
た
場
合
の
買
換
え
農
地
等
の
対
象
に
、
取
得
時
に
農
地
等
に
該
当
し
な
い
も
の

で
あ
っ
て
も
、
譲
渡
後
一
年
以
内
に
農
地
等
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
土
地
を
追
加
す
る
。（
租
税
特
別
措
置

法
第
七
〇
条
の
四
及
び
第
七
〇
条
の
六
関
係
）

]

三
大
都
市
圏
の
特
定
市
の
特
例
適
用
農
地
等
を
収
用
交
換
等
の
た
め
に
譲
渡
し
た
場
合
に
お
い
て
、
譲
渡

後
一
年
以
内
に
、
特
例
適
用
農
地
等
以
外
の
農
地
等
又
は
譲
渡
後
一
年
以
内
に
農
地
等
に
該
当
す
る
こ
と
と

な
る
土
地
（
そ
の
譲
渡
が
あ
っ
た
日
に
お
い
て
納
税
猶
予
適
用
者
が
有
し
て
い
た
も
の
に
限
り
、
譲
渡
を
し

た
特
例
適
用
農
地
等
に
係
る
相
続
等
の
開
始
前
に
お
い
て
有
し
て
い
た
も
の
を
除
く
。）で
、
譲
渡
時
に
お
け

る
価
額
が
そ
の
譲
渡
対
価
の
額
の
全
部
又
は
一
部
に
相
当
す
る
も
の
を
譲
渡
を
し
た
特
例
適
用
農
地
等
に
代

わ
る
も
の
と
し
て
農
業
の
用
に
供
す
る
見
込
み
で
あ
る
こ
と
に
つ
き
、税
務
署
長
の
承
認
を
受
け
た
と
き
は
、

次
の
と
お
り
と
す
る
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
七
〇
条
の
四
及
び
第
七
〇
条
の
六
関
係
）

イ

そ
の
譲
渡
は
な
か
っ
た
も
の
と
み
な
す
。

ロ

譲
渡
後
一
年
を
経
過
す
る
日
に
お
い
て
、
そ
の
譲
渡
対
価
の
額
の
全
部
又
は
一
部
に
相
当
す
る
価
額
の

農
地
等
が
農
業
の
用
に
供
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
は
、
譲
渡
し
た
特
例
適
用
農
地
等
の
う
ち
、
そ
の
農
業

の
用
に
供
さ
れ
て
い
な
い
も
の
に
相
当
す
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
そ
の
日
に
お
い
て
譲
渡
が
さ
れ
た
も
の

と
み
な
す
。

ハ

譲
渡
後
一
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
に
、
そ
の
譲
渡
対
価
の
額
の
全
部
又
は
一
部
に
相
当
す
る
価
額
の
農

地
等
が
農
業
の
用
に
供
さ
れ
た
場
合
に
は
、
そ
の
農
業
の
用
に
供
さ
れ
た
農
地
等
は
、
特
例
適
用
農
地
等

と
み
な
す
。

^

農
地
中
間
管
理
事
業
の
推
進
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
農
地
中
間
管
理
事
業
の
た
め
に
行
わ
れ
る
賃
借

権
等
の
設
定
に
よ
る
貸
付
け
を
特
定
貸
付
け
の
特
例
の
対
象
と
す
る
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
七
〇
条
の
四
の

二
及
び
第
七
〇
条
の
六
の
二
関
係
）

_

農
地
等
に
つ
い
て
の
贈
与
税
の
納
税
猶
予
等
に
係
る
利
子
税
の
特
例
に
つ
い
て
、
平
成
二
六
年
四
月
一
日

か
ら
平
成
三
三
年
三
月
三
一
日
ま
で
の
間
に
特
例
適
用
農
地
等
を
収
用
交
換
等
の
た
め
に
譲
渡
し
た
場
合
に

は
、
利
子
税
の
全
額
（
改
正
前
二
分
の
一
）
を
免
除
す
る
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
七
〇
条
の
八
関
係
）

`

次
の
と
お
り
医
療
法
人
の
持
分
に
係
る
贈
与
税
及
び
相
続
税
の
納
税
猶
予
制
度
等
を
創
設
す
る
こ
と
と
し

た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
七
〇
条
の
七
の
五
〜
第
七
〇
条
の
七
の
九
関
係
）

\

贈
与
税

イ

概
要

認
定
医
療
法
人
の
出
資
者
が
持
分
の
放
棄
を
し
た
こ
と
に
よ
り
他
の
出
資
者
に
贈
与
税
が
課
さ
れ
る
場

合
に
は
、
当
該
他
の
出
資
者
が
納
付
す
べ
き
贈
与
税
額
の
う
ち
、
当
該
放
棄
に
よ
り
受
け
た
利
益
に
係
る

課
税
価
格
に
対
応
す
る
贈
与
税
額
に
つ
い
て
は
、
担
保
の
提
供
を
条
件
に
、
移
行
計
画
の
期
間
満
了
ま
で

そ
の
納
税
を
猶
予
し
、
移
行
期
間
内
に
当
該
他
の
出
資
者
が
持
分
の
全
て
を
放
棄
し
た
場
合
に
は
、
猶
予

税
額
を
免
除
す
る
。

ロ

猶
予
税
額
の
納
付

移
行
期
間
内
に
新
医
療
法
人
に
移
行
し
な
か
っ
た
場
合
又
は
認
定
の
取
消
し
、
持
分
の
払
戻
し
等
の
事

由
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
猶
予
税
額
を
納
付
す
る
。
ま
た
、
基
金
拠
出
型
医
療
法
人
に
移
行
し
た
場
合
に

は
、
持
分
の
う
ち
基
金
と
し
て
拠
出
し
た
部
分
に
対
応
す
る
猶
予
税
額
に
つ
い
て
も
同
様
と
す
る
。

ハ

利
子
税
の
納
付

右
記
ロ
に
よ
り
猶
予
税
額
の
全
部
又
は
一
部
を
納
付
す
る
場
合
に
は
、
贈
与
税
の
申
告
期
限
か
ら
の
期

間
に
係
る
利
子
税
を
併
せ
て
納
付
す
る
。

ニ

税
額
控
除

右
記
イ
の
放
棄
の
時
か
ら
贈
与
税
の
申
告
期
限
ま
で
の
間
に
、
右
記
イ
の
他
の
出
資
者
が
持
分
の
全
部

又
は
一
部
を
放
棄
し
た
場
合
に
は
、
納
税
猶
予
は
適
用
せ
ず
、
放
棄
相
当
贈
与
税
額
を
納
付
す
べ
き
贈
与

税
額
か
ら
控
除
す
る
。

]

相
続
税

イ

概
要

個
人
（
以
下
「
相
続
人
」
と
い
う
。）が
経
過
措
置
医
療
法
人
の
持
分
を
相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
取
得
し

た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
医
療
法
人
が
相
続
税
の
申
告
期
限
に
お
い
て
認
定
医
療
法
人
で
あ
る
と
き
は
、

当
該
相
続
人
が
納
付
す
べ
き
相
続
税
額
の
う
ち
、
当
該
認
定
医
療
法
人
の
持
分
に
係
る
課
税
価
格
に
対
応

す
る
相
続
税
額
に
つ
い
て
は
、
担
保
の
提
供
を
条
件
に
、
移
行
計
画
の
期
間
満
了
ま
で
そ
の
納
税
を
猶
予

し
、
移
行
期
間
内
に
当
該
相
続
人
が
持
分
の
全
て
を
放
棄
し
た
場
合
に
は
、
猶
予
税
額
を
免
除
す
る
。

ロ

猶
予
税
額
の
納
付
、
利
子
税
の
納
付
及
び
税
額
控
除
に
つ
い
て
は
、
贈
与
税
と
同
様
と
す
る
ほ
か
、
所

要
の
措
置
を
講
ず
る
。

a

個
人
が
、
平
成
二
六
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
八
年
三
月
三
一
日
ま
で
の
間
に
、
宅
地
建
物
取
引
業
者
に
よ

り
一
定
の
増
改
築
等
が
行
わ
れ
た
一
定
の
住
宅
用
家
屋
を
取
得
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
住
宅
用
家
屋
に
係
る

所
有
権
の
移
転
登
記
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
税
率
を
、
一
、
〇
〇
〇
分
の
一
（
一
般
住
宅
一
、
〇
〇
〇
分
の

三
、
本
則
一
、
〇
〇
〇
分
の
二
〇
）
に
軽
減
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
七
四
条

の
三
関
係
）

b

マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
事
業
の
施
行
者
等
が
受
け
る
権
利
変
換
手
続
開
始
の
登
記
等
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
免

税
措
置
に
つ
い
て
、
適
用
対
象
に
マ
ン
シ
ョ
ン
敷
地
売
却
組
合
が
受
け
る
次
の
登
記
を
追
加
し
た
上
、
そ
の
適

用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
第
七
六
条
関
係
）

\

マ
ン
シ
ョ
ン
敷
地
売
却
組
合
が
売
渡
請
求
権
の
行
使
に
よ
り
取
得
す
る
区
分
所
有
権
又
は
敷
地
利
用
権
の

取
得
の
登
記

]

分
配
金
取
得
手
続
開
始
の
登
記

^

権
利
消
滅
期
日
後
の
売
却
マ
ン
シ
ョ
ン
及
び
そ
の
敷
地
に
関
す
る
権
利
に
つ
い
て
必
要
な
登
記

™š
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